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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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【事務連絡者氏名】 常務取締役管理統轄本部長 河 瀬 弘 一

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８
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（注）第51期第１四半期連結会計期間より、日付の表示を和暦表示から西暦表示に変更しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第２四半期
連結累計期間

第51期
第２四半期
連結累計期間

第50期

会計期間
自 2017年11月１日
至 2018年４月30日

自 2018年11月１日
至 2019年４月30日

自 2017年11月１日
至 2018年10月31日

売上高（百万円） 16,990 18,562 45,825

経常損益（△は損失）（百万円） △647 △550 1,762

親会社株主に帰属する四半期(当期)純損益
（△は損失）（百万円）

△710 △559 58

四半期包括利益又は包括利益（百万円） △710 △597 3

純資産額（百万円） 21,307 20,281 21,562

総資産額（百万円） 48,868 46,761 43,198

１株当たり四半期（当期）純損益金額
（△は損失）（円）

△15.49 △12.20 1.27

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）

－ － －

自己資本比率（％） 43.1 42.8 49.4

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △3,269 △324 2,289

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △1,208 △354 △3,865

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 2,103 5,033 △5,100

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高
　 （百万円）

7,274 7,327 2,973

　

回次
第50期

第２四半期
連結会計期間

第51期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年２月１日
至 2018年４月30日

自 2019年２月１日
至 2019年４月30日

１株当たり四半期純損益金額（△は損失）(円) 1.15 2.31

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善による個人消費の持ち直し、企業収益の

改善による底堅い設備投資など、緩やかな回復基調が続きました。一方で、米中貿易摩擦等による世界経済減速の懸

念など、海外経済は先行き不透明な状況にあります。

住宅業界につきましては、住宅ローン金利が引き続き低水準で推移しているほか、政府や各公共団体による各種の

住宅取得支援策が継続しており、国土交通省発表による新設住宅着工戸数（持家）は、前年同期比で増加傾向で推移

しております。

このような経営環境の中、当社グループは、2019年10月期を初年度とした中期経営計画「新未来３ヵ年計画」を策

定し、グループ全体で収益拡大に取り組んでまいりました。

住宅事業では「檜品質」をテーマとして、柱と土台に国産の檜を使用し耐震・制震性に優れた住宅構造へのこだわ

り、高断熱・高気密の住宅基本性能と太陽光発電標準装備によるエネルギー自給自足へのこだわり、感謝訪問・24時

間対応コールセンターの自社運営、及び冷暖房の標準仕様等による安心・安全・快適へのこだわりの「３つのこだわ

り」を基本方針とし、「やまとシリーズ」・「Ｊ・シリーズ」などの主力商品、並びに「創業50周年特別記念商品」

を中心とした販売促進に努めました。

ホテル事業では、「ホテル森の風那須」及び「ホテル四季の館那須」を2018年10月に開業し、事業基盤を拡大する

とともに、集客増のため積極的な営業活動を展開しました。

以上の結果、売上高は185億62百万円（前年同期比9.3％増）、営業損失は４億82百万円（前年同期の営業損失は５

億９百万円）、経常損失は５億50百万円（前年同期の経常損失は６億47百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損

失は５億59百万円（前年同期の親会社株主に帰属する四半期純損失は７億10百万円）となりました。

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

① 住宅事業

住宅事業につきましては、期首受注残が前連結会計年度と比較して36億34百万円増加したことにより、売上高は163

億95百万円（前年同期比16.2％増）、営業利益は１億90百万円（前年同期の営業損失は２億75百万円）となりまし

た。

② ホテル事業

ホテル事業につきましては、前連結会計年度（2018年７月）におけるホテル東日本盛岡、及びホテル森の風田沢湖

の譲渡による売上の減少等により、売上高は20億94百万円（前年同期比26.2％減）となり、営業損失は１億47百万円

（前年同期の営業利益は１億67百万円）となりました。なお、当社の連結子会社である㈱フラワー＆ガーデンは、

2019年２月25日付けで清算結了しました。

③ その他事業

その他事業につきましては、太陽光発電事業であり、前連結会計年度（2018年７月）に熊本県阿蘇郡南阿蘇村に新

設した発電所の売上により、売上高は73百万円（前年同期比79.5％増）、営業利益は56百万円（前年同期比184.4％

増）となりました。
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当第２四半期連結会計期間末における総資産は、流動資産（主に現金預金の増加、及びその他の流動資産の減少）

の増加38億85百万円、固定資産（減価償却による減少、及びリース資産の増加）の減少３億22百万円により、前連結

会計年度末と比較して35億63百万円増加し、467億61百万円となりました。負債は、流動負債（主に短期借入金の増

加、未成工事受入金の増加、及び工事未払金の減少、その他の流動負債の減少）の増加48億３百万円、固定負債（主

にその他の固定負債の増加、退職給付に係る負債の減少）の増加40百万円により、前連結会計年度末と比較して48億

44百万円増加し、264億80百万円となりました。

なお、自己資本は200億31百万円、自己資本比率は42.8％となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

と比較して43億53百万円増加し73億27百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、３億24百万円（前年同四半期比29億44百万円減）となりました。その主たる要因

は、仕入債務の減少額15億87百万円、及び未成工事受入金の増加額９億78百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、３億54百万円（前年同四半期比８億54百万円減）となりました。その主たる要因

は、有形及び無形固定資産の取得による支出４億56百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により獲得した資金は、50億33百万円（前年同四半期比29億29百万円増）となりました。その主たる要因

は、短期借入金の純増額58億円、及び配当金の支払額６億83百万円によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、１百万円であります。なお、この金

額は外部に委託した試験費用のみであり、研究開発部門における人件費及び諸経費等は含まれておりません。また、

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 93,821,000

計 93,821,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2019年４月30日)

提出日現在発行数(株)
(2019年６月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,964,842 45,964,842
㈱東京証券取引所

市場第一部
単元株式数 100株

　 (注)

計 45,964,842 45,964,842 － －

(注) 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年２月１日～
2019年４月30日

－ 45,964,842 － 3,873 － 20
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(5) 【大株主の状況】

2019年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数
に対する所有
株式数の割合

(％)

日本ハウスホールディングス社員持株
会

東京都千代田区飯田橋四丁目３番８ 38,802 8.46

ステートストリートバンクアンドトラ
ストカンパニー
(常任代理人 香港上海銀行東京支店
カストディ業務部)（注）１

アメリカ・ボストン
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

23,504 5.12

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口）（注）２

東京都港区浜松町二丁目11番３号 20,156 4.39

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 13,236 2.89

日盛会持株会 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８ 12,869 2.80

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口）（注）２

東京都中央区晴海一丁目８番11号 11,100 2.42

みずほ証券㈱ 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 9,566 2.09

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口５）（注）２

東京都中央区晴海一丁目８番11号 8,361 1.82

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口９）（注）２

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,422 1.62

成田 和幸 東京都文京区 6,786 1.48

計 － 151,802 33.09

(注) １ 主として欧米の機関投資家の所有する株式の保管業務を行うとともに、当該機関投資家の株式名義人となっ

ております。

２ 各社の所有株式は、全て各社が証券投資信託等の信託を受けている株式であります。

３ ㈱三菱ＵＦＪ銀行及びその共同保有者３社から2018年11月19日付に大量保有報告書（変更報告書）の写しの

送付があり（報告義務発生日 2018年11月12日）、次のとおり株式を所有している旨が記載されているもの

の、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱、三菱ＵＦＪ国際投資㈱及び三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券㈱の保有株式

分については、当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(百株)
株券等保有割合

(％)

㈱三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,200 0.91

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 10,071 2.19

三菱ＵＦＪ国際投資㈱ 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 1,926 0.42

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券㈱ 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 1,302 0.28
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４ ポラリス・キャピタル・マネージメント・エルエルシーから2018年11月28日付に大量保有報告書の写しの送

付があり（報告義務発生日 2018年11月26日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けております

が、当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(百株)
株券等保有割合

(％)

ポラリス・キャピタル・マネージメン
ト・エルエルシー

アメリカ・ボストン 23,098 5.03

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 － －

93,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

458,524 －
45,852,400

単元未満株式
普通株式

－ －
19,042

発行済株式総数 45,964,842 － －

総株主の議決権 － 458,524 －

(注) １ 単元未満株式には、当社所有の自己株式21株が含まれております。

２ 完全議決権株式(その他)の欄には、証券保管振替機構名義の株式8,000株(議決権80個)が含まれておりま

す。

② 【自己株式等】

2019年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱日本ハウスホールディ
ングス

東京都千代田区飯田橋四丁目
３番８

93,400 － 93,400 0.2

計 － 93,400 － 93,400 0.2

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年２月１日から2019年

４月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年11月１日から2019年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第50期連結会計年度 太陽有限責任監査法人

　第51期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間 ＫＤＡ監査法人
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年10月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年４月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,374 7,730

受取手形・完成工事未収入金等 1,320 1,201

未成工事支出金 472 986

販売用不動産 5,374 5,055

商品及び製品 47 100

原材料及び貯蔵品 235 273

未収消費税等 309 －

その他 1,313 986

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 12,444 16,330

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 41,260 41,318

機械、運搬具及び工具器具備品 4,013 4,013

土地 10,164 10,164

リース資産 4,684 4,820

建設仮勘定 44 89

減価償却累計額及び減損損失累計額 △34,072 △34,681

有形固定資産合計 26,095 25,723

無形固定資産 585 574

投資その他の資産

投資有価証券 257 255

長期貸付金 140 135

退職給付に係る資産 81 82

繰延税金資産 2,938 3,005

破産更生債権等 8 8

その他 900 899

貸倒引当金 △253 △253

投資その他の資産合計 4,073 4,132

固定資産合計 30,754 30,431

資産合計 43,198 46,761
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年10月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年４月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,377 3,797

短期借入金 2,260 ※２ 8,060

1年内返済予定の長期借入金 ※３ 943 ※３ 970

リース債務 479 474

未払法人税等 85 87

未成工事受入金 2,021 2,999

完成工事補償引当金 171 177

賞与引当金 736 586

その他 2,353 2,080

流動負債合計 14,429 19,233

固定負債

長期借入金 ※３ 3,342 ※３ 3,309

リース債務 1,037 1,019

繰延税金負債 28 24

役員退職慰労引当金 617 642

退職給付に係る負債 973 901

資産除去債務 314 322

その他 893 1,026

固定負債合計 7,206 7,247

負債合計 21,635 26,480

純資産の部

株主資本

資本金 3,873 3,873

資本剰余金 22 22

利益剰余金 17,455 16,212

自己株式 △21 △21

株主資本合計 21,330 20,087

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 20 17

繰延ヘッジ損益 △45 △85

退職給付に係る調整累計額 17 11

その他の包括利益累計額合計 △6 △56

非支配株主持分 238 250

純資産合計 21,562 20,281

負債純資産合計 43,198 46,761
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2017年11月１日
　至 2018年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
　至 2019年４月30日)

売上高 16,990 18,562

売上原価 10,193 11,909

売上総利益 6,797 6,653

販売費及び一般管理費 ※１ 7,306 ※１ 7,135

営業損失（△） △509 △482

営業外収益

受取利息 0 0

未払配当金除斥益 4 －

貸倒引当金戻入額 4 0

雑収入 15 60

営業外収益合計 25 61

営業外費用

支払利息 100 97

不正関連損失 14 －

雑支出 48 32

営業外費用合計 163 129

経常損失（△） △647 △550

特別損失

固定資産除却損 4 2

特別損失合計 4 2

税金等調整前四半期純損失（△） △651 △553

法人税、住民税及び事業税 46 45

法人税等調整額 △0 △51

法人税等合計 46 △5

四半期純損失（△） △697 △548

非支配株主に帰属する四半期純利益 12 11

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △710 △559
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2017年11月１日
　至 2018年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
　至 2019年４月30日)

四半期純損失（△） △697 △548

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1 △3

繰延ヘッジ損益 － △39

退職給付に係る調整額 △11 △6

その他の包括利益合計 △12 △49

四半期包括利益 △710 △597

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △722 △609

非支配株主に係る四半期包括利益 12 11
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2017年11月１日
　至 2018年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
　至 2019年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △651 △553

減価償却費 686 718

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △129 △150

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △0 6

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △61 △71

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9 25

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 100 97

固定資産除売却損益（△は益） 4 2

売上債権の増減額（△は増加） 134 123

未成工事支出金の増減額（△は増加） △538 △514

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △2,002 227

仕入債務の増減額（△は減少） △1,391 △1,587

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,162 978

未払又は未収消費税等の増減額 △131 286

その他 2 7

小計 △2,814 △404

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △99 △95

法人税等の支払額 △356 174

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,269 △324

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 0 －

定期預金の預入による支出 △76 △119

定期預金の払戻による収入 75 117

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,204 △456

貸付金の回収による収入 1 1

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 －

その他 △5 102

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,208 △354

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,215 5,800

長期借入れによる収入 170 170

長期借入金の返済による支出 △502 △176

セールアンドリースバックによる収入 56 196

リース債務の返済による支出 △325 △274

配当金の支払額 △454 △683

シンジケートローン手数料の支払額 △55 0

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,103 5,033

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,374 4,353

現金及び現金同等物の期首残高 9,649 2,973

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 7,274 ※ 7,327
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【注記事項】

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

下記の住宅購入者等に対する金融機関の融資について保証を行っております。

前連結会計年度
(2018年10月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年４月30日)

住宅購入者等 3,541百万円 2,710百万円

なお住宅購入者等に係る保証の大半は、保証会社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証であります。

※２ コミット型シンジケートローン

前連結会計年度末において、当社は、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめと

する取引金融機関４行とコミット型シンジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2018年10月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年４月30日)

シンジケートローン契約総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 － 6,000

差引額 6,000 －

なお、本契約には以下の財務制限条項が付されております。

2018年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2017年10月決

算期末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

2017年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結の損

益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判

定は、2018年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

　

　※３ シンジケートローン

前第３四半期連結会計期間において、当社は、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱

みずほ銀行をはじめとする取引金融機関５行とシンジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2018年10月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年４月30日)

１年内返済予定の長期借入金 150百万円 150百万円

長期借入金 2,812 2,737

合計 2,962 2,887

なお、本契約には以下の財務制限条項が付されております。

2018年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結貸借対照表上の純資産の部の金額を2017年10月決算

期末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

2017年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結の損

益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判

定は、2018年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりです。

前第２四半期連結累計期間
(自 2017年11月１日
至 2018年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
至 2019年４月30日)

従業員給料手当 2,456百万円 2,351百万円

退職給付費用 64 43

賞与引当金繰入額 415 424

役員退職慰労引当金繰入額 24 26

　

　２ 売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

2018年11月１日 至 2019年４月30日）

当社グループは、通常の営業形態として、季節的変動要因により、第１四半期連結会計期間の完成工事高は低水

準となり、第４四半期連結会計期間の完成工事高は高水準となる傾向にあります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 2017年11月１日
至 2018年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
至 2019年４月30日)

現金預金勘定 7,677百万円 7,730百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △400 △400

別段預金 △2 △2

現金及び現金同等物 7,274 7,327
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年１月25日
定時株主総会

普通株式 458 10 2017年10月31日 2018年１月26日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月４日
取締役会

普通株式 458 10 2018年４月30日 2018年７月10日 利益剰余金

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2018年11月１日 至 2019年４月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年１月24日
定時株主総会

普通株式 688 15 2018年10月31日 2019年１月25日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月３日
取締役会

普通株式 458 10 2019年４月30日 2019年７月11日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注）２住宅事業 ホテル事業 その他事業 計

売上高

(1)外部顧客に対する
売上高

14,113 2,836 40 16,990 － 16,990

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 39 － 39 △39 －

　計 14,113 2,875 40 17,029 △39 16,990

セグメント利益
又は損失（△）

△275 167 19 △88 △420 △509

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△420百万円には、セグメント間取引消去△17百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△403百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2018年11月１日 至 2019年４月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注）２住宅事業 ホテル事業 その他事業 計

売上高

(1)外部顧客に対する
売上高

16,395 2,094 73 18,562 － 18,562

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 81 － 81 △81 －

　計 16,395 2,175 73 18,643 △81 18,562

セグメント利益
又は損失（△）

190 △147 56 98 △581 △482

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△581百万円には、セグメント間取引消去△56百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△524百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2017年11月１日
至 2018年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
至 2019年４月30日)

１株当たり四半期純損益金額（△は損失） △15円49銭 △12円20銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する
四半期純損益金額（△は損失）（百万円）

△710 △559

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損益金額（△は損失）（百万円）

△710 △559

普通株式の期中平均株式数（株） 45,871,587 45,871,434

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

第51期（2018年11月１日から2019年10月31日）中間配当について、2019年６月３日開催の取締役会において、2019

年４月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 458百万円

② １株当たりの金額 10円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2019年７月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2019年６月７日

株式会社日本ハウスホールディングス

取締役会 御中

　

ＫＫＫＫＫＤＤＤＤＤＡＡＡＡＡ監査法監査法監査法監査法監査法人人人人人

　
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐佐木 敬昌 印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 関 本 享 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本ハ

ウスホールディングスの2018年11月１日から2019年10月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間(2019年2月１

日から2019年4月30日まで)及び第2四半期連結累計期間(2018年11月１日から2019年4月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本ハウスホールディングス及び連結子会社の2019年4月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

その他の事項

会社の2018年10月31日をもって終了した前連結会計年度の第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2018年12月24日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して2019年1月23日付けで無限定適正意見を表明している。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年６月７日

【会社名】 株式会社日本ハウスホールディングス

【英訳名】 NIHON HOUSE HOLDINGS CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長 成 田 和 幸

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役管理統轄本部長 河 瀬 弘 一

【本店の所在の場所】 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８

【縦覧に供する場所】 株式会社日本ハウスホールディングス 埼玉支店

(埼玉県さいたま市見沼区東大宮五丁目35番地６)

株式会社日本ハウスホールディングス 横浜支店

(神奈川県横浜市神奈川区鶴屋町三丁目33番地８)

株式会社日本ハウスホールディングス 名古屋支店

(愛知県名古屋市中区千代田五丁目11番35号)

株式会社日本ハウスホールディングス 姫路支店

(兵庫県姫路市飾摩区野田町71番地)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役会長 成田 和幸及び当社最高財務責任者 河瀬 弘一は、当社の第51期第２四半期（自 2019年

２月１日 至 2019年４月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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